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業種別 軽金属部会、住宅設備部会合同で

産業政策を進める「住建政策研究会」は、９

月15日国土交通省で、ものづくり国会議員懇

談会幹事長の森本真治参議院議員の計らいに

より、「『すむ』価値を認めあう社会へ」と

題した空き家、居住支援対策を中心とした住

宅政策に関する提言を、斎藤鉄夫国土交通大

臣に対し行なった。

要請には、ものづくり国会議員懇談会顧問

の大島敦衆議院議員、幹事・山岡達丸衆議院

議員、熊谷裕人参議院議員、後藤祐一衆議院

議員、古賀之士参議院議員も参加した。準組

織内議員で副幹事長の村田享子参議院議員は

日程の都合で、議員事務所から井出秘書が同

席した。

提言内容は、①地域で住まいのセーフ

ティーネット機能を果たす居住支援協議会へ

の長期で安定した支援、②公営・公的住宅の

高機能化の推進、③将来の人口推移を見据え

た住宅の総量規制に向けた議論など15項目に

わたる（提言書は次ページ）。

提言書は、住宅建材業界の発展に向けた議

論経過の中で空き家問題に着目し、「誰一人

取り残さない」という労働組合の考え方をも

とに、環境課題と社会課題の両面を解決する

住建政策研究会 国土交通大臣へ要請行動
～空き家対策、居住支援対策などで～

という環境社会政策の視点から住宅のあり方

に目を向け、関係省庁のレクチャーのほか、

関係議員の協力を得ながら、実際に課題に取

り組む地域を訪問し、現地の担当者との意見

交換を行なうなどしてまとめた。

政府では住生活基本計画に基づき、空き家

対策を実施しているが、空き家数が全国で

800万戸を超え、所有者不明土地は２割にの

ぼるなど、社会的な課題となっている。斎藤

鉄夫国土交通大臣からは、「必要な予算の確

保に努め、関係省庁と連携して取り組んでい

きたい」と前向きな回答を得た。
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「人が住まう場や形の環境変化が想定される中、環境社会政
策の視点をもとに提言書をまとめた」と挨拶する平山純子Ｊ
ＡＭ副会長（右から２番目・９月15日・国土交通省）

2023年提言書のダウンロード
はこちら
https://jam-
union.box.com/s/nxbucvkr93kk5iv6
6mbg6anantcqmll4
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